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沿 革

教
育
研
修
所

島
根
県
立

昭 島根県立教育研修所条例及び規則の

制定により島根県立図書館に島根県

立教育研修所を設置

中国地区教育研究所研究発表会開催 

島
根
県
立
教
育
研
究
所

島根県立教育研究所と改称

中国地区教育研究所連盟研究発表会開催

開設５周年記念事業

第１回研究成果発表会開催

島根県立教育研究所研修員に関する規則

の制定

開設 周年記念事業

島根県教育研究の会発足

独立庁舎（松江市殿町 ）に移転

南庁舎（松江市殿町８）に移転

総合教育センター建設専門委員会を設

立、事務局を教育研究所に置く

元島根女子短期大学跡 松江市内中原町

に移転

都道府県指定都市教育研究所長協議会秋

季総会開催

文部省へ教育センター建設計画案提出、

敷地を元島根女子短大跡に決定

島根県立教育研究所を廃止

島
根
県
立
教
育
セ
ン
タ
ー

昭４６県条例第９号により、島根県立教育

センターを設置

中国四国地区教育研究所連盟秋季協議会

並びに教育研究発表会開催

島根県立情報処理教育センター設置

全国教育研究所連盟協議会並びに教育研

究発表会を開催

情報処理教育センターに 電

子計算組織を導入

全国理科教育センター研究協議会研究発

表会（初等理科部会）開催

「島根県立教育センター二十五年史」刊

行

中国四国地区教育研究所連盟春季協議会

開催

全国産業教育センター所長協議会情報処

理部会開催

全国教育研究所連盟創立 周年を記念

して表彰される

島根県立教育センター開設 周年

記念事業で広中平祐博士講演会開催

全国理科教育センター研究協議会研究発

表会（初等理科部会）開催

情報処理教育センターにおいて

大型電子計算組織に更新

島
根
県
立
情
報
処
理
教
育
セ
ン
タ
ー

育
セ
ン
タ
ー

島
根
県
立
教

教育センター、情報処理教育センタ

ーを統合、教育センターと改称

全国産業教育センター所長協議会総会開

催

島
根
県
立
松
江
教
育
セ
ン
タ
ー

島
根
県
立
浜
田
教
育
セ
ン
タ
ー

平

島根県立浜田教育センター設置。それに

伴って島根県立教育センターを島根県立

松江教育センターと改称

大型電子計算組織に更新

中国四国地区教育研究所連盟春季協議会

開催

中国四国地区教育研究所連盟秋季協議会

並びに研究発表大会開催

生涯教育研究課設置

大型電子計算組織に更新

全国理科教育センター研究協議会研究発

表会（物理部会）開催

島
根
県
立
松
江
教
育
セ
ン
タ
ー

島
根
県
立
浜
田
教
育
セ
ン
タ
ー

研修センター整備検討委員会から松江教育

センターの施設整備の方向について報告

生涯教育研究課廃止

パソコン端末等一式更新

全国理科教育センター研究協議会研究発

表会（化学部会）開催

特殊教育課設置、情報処理教育課と第二

研修課の教育工学部門を併合し情報教育

課と改称

全国教育研究所連盟「教育経営・生徒指

導・特別活動等」研究協議会開催

ソフトウェアライブラリの開設

マルチメディア研修システム更新

全国環境教育フェア開催

中国四国地区教育研究所連盟春季協議会

開催

島根県立松江教育センター創立 周年

中国四国地区教育研究所連盟秋季協議会

並びに研究発表大会開催

「島根県立教育センター五十年史」発行

島根県教育情報ネットワーク運用開始

パソコン端末等一式更新

全国理科教育センター研究協議会総会・

所長部会開催

従来の課を廃止し、教職員研修課、研究

情報課、教育相談課を設置

鳥取県教育センターとの連携講座覚え書

き調印式

パソコン端末等一式更新

都道府県指定都市教育センター所長協議

会地学部会研究協議会並びに研究発表会

開催

従来の課制度を廃止し、スタッフ制とす

る

学校・教職員支援コーナー設置「出前講

座」開始

「センター祭り」を実施

による講座申し込みシステムの本格

導入

パソコン端末一式更新

「“こころ・発達”教育相談室」開設

中国四国地区教育研究所連盟協議会並び

に研究発表会開催

支
所
：
浜
田
教
育
セ
ン
タ
ー

島
根
県
教
育
セ
ン
タ
ー

松江教育センター及び浜田教育センター

を改組し、島根県教育センター（松江

市）を設置。浜田教育センターを支所

化。改組に伴いスタッフ名を変更

都道府県指定都市教育センター所長協議

会情報教育分科会研究協議会及び研究発

表会開催

パソコン端末一式更新（シンクライアン

トシステム導入）

島根大学教育学部と島根県教育委員会の

教員研修に係る情報交換会開催

覚書調印 周年記念 鳥取・島根連携

講座連絡協議会開催

全国特別支援教育センター協議会総

会・研究協議会開催

パソコン端末一式更新

遠隔研修システム導入
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運 営 方 針

島根県教育センター設置の趣旨に則り、国の教育改革の動向や本県教育の教育課題を踏まえ、教職員の研修

や教育に関する調査・研究、学校・教職員の支援等を行うため、次の方針によって運営する。

１ 島根県教職員研修計画の研修体系に基づいた計画的かつ継続的な研修を行うとともに教育庁各課・教育

事務所等との連携を進め、研修と指導・支援の一体化を図りながら教職員の資質・能力の向上を図る。

２ 各種調査を分析し捉えた本県の教育課題に対して、学校現場で役立つ情報や提言を積極的に発信する。

３ 国の教育改革の動向等に関する積極的な情報収集・提供に努めるとともにそれを踏まえた調査・研究を

進める。

４ 教育相談の充実を図り、児童生徒等の自己実現や社会的自立への支援を行う。

５ 校内研修の活性化のため、直接学校に出向き、教職員に対して積極的に支援を行う。

６ 市町村教育委員会や県内大学、近隣県との連携を推進し、研修の充実を図る。

平成31年４月　島根県教育センター
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組 織 運 営

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 
 
 
 
 
 
 

Ⅰ 組織機構

島根県教育センター 

支所

浜田教育センター 
総 務 担 当  

教育相談スタッフ 

評議員会 

総 務 課 

所 長 

相 談 セ ク シ ョ ン  

特別支援教育セクション 

“こころ・発達”教育相談室 

教職員研修推進担当 

学校・教職員支援担当 

新 任 者 研 修 担 当  

教職経験者研修担当 

企 画 セ ク シ ョ ン  

研 修 セ ク シ ョ ン  

教育企画部長 

センター長(事務取扱) 管理部長 研究・研修スタッフ 

企画・研修スタッフ 

教育相談スタッフ 

研 究 セ ク シ ョ ン 

情 報 セ ク シ ョ ン 
研究・情報スタッフ 
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Ⅱ 職 員 一 覧

１ 島根県教育センタターー

所 長 福 間 俊 行

教育企画部長 山 﨑 誠

総務課

職 名 氏 名

課 長

主 事

嘱 託 職 員

落 部 加 苗

森 原 遼 子

尾 原 弘 子 塩 田 奈 穂

企画・研修スタッフ

職 名 氏 名

企 画 幹 安 達 利 幸

企画セクション  

指 導 主 事

企 画 員

梶 谷 敏 樹  後 藤 真 一  野 津 忠 宏

加 藤 淳 也

研修セクション

指 導 主 事 小 西 久美子  深 田 剛 生 園 山 裕 之 
岩 地 千 晶 伊 藤 由実子  山 﨑 敦 史

須 田 香 織

嘱 託 職 員 横 川 ゆかり 

研究・情報スタッフ

職 名 氏 名

企 画 幹 小 室 淑 子

研究セクション  
指 導 主 事 奈良井 瑞 恵  舟 越 真 雄  寺 井 直 

清 水 真 人 
情報セクション

指 導 主 事 加 藤 和 範 岩 橋 正 博 多々納 真 吾

教育相談スタッフ

職 名 氏 名

企 画 幹 上 代 直 文

相談セクション

指 導 主 事

教育相談員

嘱 託 職 員

笹 原 由 乃 大 野 寛 人

時 枝 佳 子 藤 原 敬 子 北 川 和 子

古 川 更 織

中 島 真 季

特別支援教育

セクション

指 導 主 事 竹 下 由香子 高 梨 俊 美 蘆 田 美江子

原 宗 弘

“こころ・発達”

教育相談室

教育相談員 福 田 容 子 田 中 美 樹 飯 國 明 子
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２ 浜田教育センター

セ ン タ ー 長 福 間 俊 行（事務取扱）

管 理 部 長 齋 藤 照 平 

総務担当

職 名 氏 名

主 任 
臨 時 職 員

和 田 沙 織 
田 中 江美子 

研究・研修スタッフ

職 名 氏 名

企 画 幹 佐 貫 晃 弘  
指 導 主 事

教育相談員

三 島 浩  上 野 暢 彦  中 村 典 子 
松 田 淳 

教育相談スタッフ

職 名 氏 名

企 画 幹 井 口 猛  
指 導 主 事

教育相談員

岩 上 弘 史 三 宅 康 将  天 津 祐 子 
寺 井 月 江  玉 木 敦  新 田 寛 美 
中 能 由佳子 

Ⅲ 長期研修員

１ 島根県教育センター

在 籍 校 職名 氏 名 研 究 項 目 所 属

松 江 養 護 学 校 教諭 伊東亜希子 特別支援教育 教育相談ｽﾀｯﾌ特別支援教育ｾｸｼｮﾝ

義務教育学校八束学園 教諭 川本 真紀 特別支援教育 教育相談ｽﾀｯﾌ特別支援教育ｾｸｼｮﾝ

松江市立湖南中学校 教諭 種田 成博 教育相談･生徒指導 教育相談ｽﾀｯﾌ相談ｾｸｼｮﾝ

２ 浜田教育センター

在 籍 校 職名 氏 名 研 究 項 目 ［所 属］

浜田市立雲城小学校 教諭 竹下 浩 教育相談･生徒指導 教育相談スタッフ

益田市立益田中学校 教諭 大畑 宏美 特別支援教育 教育相談スタッフ
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２ 浜田教育センター

セ ン タ ー 長 福 間 俊 行（事務取扱）

管 理 部 長 齋 藤 照 平 

総務担当

職 名 氏 名

主 任 
臨 時 職 員

和 田 沙 織 
田 中 江美子 

研究・研修スタッフ

職 名 氏 名

企 画 幹 佐 貫 晃 弘  
指 導 主 事

教育相談員

三 島 浩  上 野 暢 彦  中 村 典 子 
松 田 淳 

教育相談スタッフ

職 名 氏 名

企 画 幹 井 口 猛  
指 導 主 事

教育相談員

岩 上 弘 史 三 宅 康 将  天 津 祐 子 
寺 井 月 江  玉 木 敦  新 田 寛 美 
中 能 由佳子 

Ⅲ 長期研修員

１ 島根県教育センター

在 籍 校 職名 氏 名 研 究 項 目 所 属

松 江 養 護 学 校 教諭 伊東亜希子 特別支援教育 教育相談ｽﾀｯﾌ特別支援教育ｾｸｼｮﾝ

義務教育学校八束学園 教諭 川本 真紀 特別支援教育 教育相談ｽﾀｯﾌ特別支援教育ｾｸｼｮﾝ

松江市立湖南中学校 教諭 種田 成博 教育相談･生徒指導 教育相談ｽﾀｯﾌ相談ｾｸｼｮﾝ

２ 浜田教育センター

在 籍 校 職名 氏 名 研 究 項 目 ［所 属］

浜田市立雲城小学校 教諭 竹下 浩 教育相談･生徒指導 教育相談スタッフ

益田市立益田中学校 教諭 大畑 宏美 特別支援教育 教育相談スタッフ

 

事 業 計 画

Ⅰ 企画・研修事業

１ 本年度の方針

社会の変化や時代のニーズに応える学校教育の実現には、教職員の職務に応じた資質能力の向上

が不可欠である。特に、これからの学校は、児童生徒等や保護者、地域から信頼される学校づくり

を進めるため、複雑化・多様化した教育課題に的確に対応し克服していくことが求められる。その

ため教職員は、学校マネジメントとともに、生徒指導や教科指導等でもその資質能力を向上させる

ことが必要である。

教職員として求められる基本的な資質能力には、「教職員の人間性に関するもの」「子ども理解

に関するもの」「職務の基礎・基本に関するもの」など、普遍的でいつの時代にも求められるもの

がある。その一方、社会の変化に対応してその時々に求められるものもあり、そのそれぞれにおい

て、情報化やグローバル化などの社会の急激な変化に対応する力が必要となる。

そこで、島根県の教職員として求められる基本的な資質能力を「豊かな人間性と職務に対する使

命感」「子どもの発達の支援に対する理解と対応」「職務にかかわる専門的知識・技能及び態度」

「学校組織の一員として考え行動する意欲・能力」「よりよい社会をつくるための意欲・能力」の

５つを大きな柱として「島根県教職員研修計画」を定め、次の研修を実施する。

２ 本年度教職員の研修体系

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

※この他に、県の教育課題を解決するために適任者を県教育委員会が派遣する「派遣研修」がある。 
 
 
 
 
 
 
 

※相互に受講が可能な鳥取・島根連携講座がある。

県の教育課題に対応し、全教職員に必須とする研修や各学校のリーダーを養成する研修等

であり、参加者を特定したり、テーマを特定したりして行う。

教職経験年数に応じた研修 

管 理 職 等 研 修 

テ ー マ 研 修 

職 務 研 修 

教職員研修の基幹として、教職員としての生涯にわたる研究と修養の観点にたち、教職

経験年数に応じて、専門職としての職務遂行に必要な知識・技能・態度を修得させるた

めに行う新任教職員研修（初任者研修及び新規採用教職員研修）、フォローアップ研修

及び教職経験者研修。 

各学校の管理職等に対し、経験年数に応じた学校運営上必要な知識・技能の習得及び自

覚等を目的として行う研修。 

職務遂行上必要な知識・技能の習得や校内のリーダーとしての自覚の向上等を目的とし

て、職務や分掌上の校務に応じて行う研修。 
 

社会の変化に対応するための教育課題や、県教育委員会の喫緊の教育課題を解決するた

めに行う研修。 

（２） 参加者の自主的な参加による個々の資質能力向上をねらいとした研修

社会の変化に対応した教育を行うために、教職員が自発的に参加し、資質能力の向上を図

る研修。 

能 力 開 発 研 修 

（１） 喫緊の課題や県の教育課題・実態に対応する研修
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Ⅱ 調査・研究事業

１ 本年度の方針

本県教育の課題や実態に即応する開発的かつ実証的・実践的な調査・研究を行うことにより、そ

の成果が学校教育の場で活かされるようにする。 

２ 事業概要

（１）本県の教育課題及び国の動向を踏まえた最新の教育情報の発信

① 本県教育の課題解決に向けた積極的な情報発信

各種調査や検査等を分析し、本県教育の実態や課題を明確にし、その解決に向けての提言や

情報を発信する。

② 国の動向を踏まえた最新の教育情報の発信

授業改善に係る事業への支援等を実施する中で得た指導方法等について、県内の学校に対し

て積極的な情報提供を行う。

③ 教育センターだよりの発行やＷｅｂページ、教育用ポータルサイトによる発信

学校現場で活用できる教育情報を教育センターだよりやＷｅｂページ、教育用ポータルサイ

トを通じて発信する。

（２）指導主事の研究活動

① 共同研究、個人研究、プロジェクト研究等の研究活動を行う

② 研究紀要の発刊とＷｅｂページへの掲載

③ 前年度の研究の成果を普及するための教育研究発表会の開催

（３）長期研修員の研修活動

Ⅲ 教育情報事業

１ 本年度の方針

教育の情報化の推進を図り、教職員の情報リテラシー、学校における情報教育や教科指導でのＩ

ＣＴ活用及び情報モラル教育が進むよう支援するとともに、収集・蓄積した教育情報資源の提供や

施設設備の開放、所内外からの情報処理に関する問い合わせに対応し、教職員や学校の支援を行う。

 
２ 事業概要

（１）教育の情報化の推進

 ① 情報モラル教育の推進、情報セキュリティの向上のための研修及び周知活動の充実 
     ② 教育事務所・市町村教育委員会等との連携による訪問指導、要請訪問等の充実 

③ ＩＣＴ活用教育に係る研究推進校への積極的な支援 
④ ＩＣＴを活用した研修の実施によるＩＣＴ活用への理解促進 

（２）教育情報の収集と提供

学習活動等に必要な教育用資料・コンテンツ等を利用するためのライブラリーセンター・学校

教職員支援コーナーの運営・管理をする。 
（３）Ｗｅｂサイトと教育情報サーバの運用・管理

 ① 島根県教育センターのＷｅｂサイトの運営・管理 
     ② 島根県教育情報ネットワーク「しまねっと」の運用支援 

「島根県教育用ポータルサイト」の利用支援 
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Ⅳ 教育相談事業

１ 本年度の方針

県内の幼児・児童生徒並びに保護者に対して、来所または電話による教育相談を行う。

また、教職員に対して教育相談・特別支援教育推進のためのコンサルテーション及び情報提供を行い、

幼児・児童生徒の健全な成長への支援に貢献する。

２ 本年度の重点

（１）教育相談の充実

① 所内相談の円滑な実施

◇島根県教育センター 相談日 ･････ 火、水、木、金

◇浜田教育センター 相談日 ･････ 月、火、水（ＰＭ）、木、金

② 教職員等へのコンサルテーション及び来所が困難な遠隔地での出張教育相談の充実

③ “こころ・発達”教育相談室（平成２０年６月３日開設）における相談の充実

島根県立こころの医療センターに隣接する出雲市立神戸川小学校・河南中学校若松分校内に、

島根県教育センターの相談窓口の一つとして設置し、電話相談と来所相談を行う。

④ 「学校説明会」「関係機関説明会」等を開催し、相談事業への理解や相互の連携を図る。

（２）他機関や学校との連携の強化

① 子ども安全支援室や特別支援教育課、市町村教育委員会等、関係機関との連携強化

② 医療や福祉、労働、教育支援センター等との連絡、協議

③ 来所児童生徒の所属校とのコンサルテーションや学校訪問等による共通理解に基づく支援

（３）指導主事及び相談員の資質向上

外部講師による教育相談や特別支援教育に関する事例研究や事例検討等の実施
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３ 教育相談実施状況（平成３０年度）

（１） 島根県教育センター来所相談

校種別件数 相談内容別件数 教職員等との相談

区 分 件 数 区 分 件 数 回（延べ）

幼稚園 発達・学業

小学校 性格・行動

中学校 身体・神経 総相談回数

高等学校 進路・その他 回（延べ）

特別支援学校 計

計

（２） 浜田教育センター来所相談

校種別件数 相談内容別件数 教職員等との相談

区 分 件 数 区 分 件 数 回（延べ）

幼稚園 発達・学業

小学校 性格・行動

中学校 身体・神経 総相談回数

高等学校 進路・その他 回（延べ）

特別支援学校 計

計

（３） 出張教育相談

件 数

島根県教育センター

浜田教育センター

（４） “こころ・発達”教育相談室

① 来所相談

校種別件数 相談内容別件数 教職員等との相談

区 分 件 数 区 分 件 数 回（延べ）

幼稚園 発達・学業

小学校 性格・行動

中学校 身体・神経 総相談回数

高等学校 進路・その他 回（延べ）

特別支援学校 計

計

② 電話相談

校種別件数 相談内容別件数 教職員等との相談

区 分 件 数 区 分 件 数 回（延べ）

幼稚園 発達・学業

小学校 性格・行動

中学校 身体・神経 総相談回数

高等学校 進路・その他 回（延べ）

特別支援学校 計

計
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Ⅴ 学校・教職員支援事業

１ 本年度の方針

学校・教職員への総合的な支援を行うとともに、校内研修支援の充実やカリキュラムセンター的

機能を発揮する。

２ 事業概要

（１）校内研修支援（出前講座及び要請訪問）

（２）地域との交流

（３）資料の収集・提供

（４）相談・問い合わせへの対応

３ 昨年度の校内研修の支援実績

（１）出前講座実績 単位 件数 単位 件数

校種別 申込数 実施数 内容別 申込数 実施数

小学校 教科

中学校 教育課題

高等学校 生徒指導・教育相談

特別支援学校 特別支援教育

その他 教育の情報化

合計件数 合計件数

実施率

（実施 申込学校数）

（２）要請訪問実績 単位 件数

要請別 島根県教育センター 浜田教育センター 全 体

教科等

教育相談

特別支援教育

情報

計

単位 件数

依頼別 島根県教育センター 浜田教育センター 全体

１．本庁・教育事務所、市町村教委経由の依頼

２．県教研、市郡教研からの依頼

３．研究会等からの依頼

４．学校、園、大学からの依頼

５．その他

計

（３）要請訪問以外の支援実績 単位 件数

島根県教育センター 浜田教育センター 全体

教科等

教育相談

特別支援教育

情報

計
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施 設 〔島根県教育センター〕

敷地及び建物

（１）所 在 地 松江市内中原町２５５－１

（２）敷地面積 ８ １８４㎡（県有地 ３ ３７２㎡ 民有地 ４ ８１２㎡）

（３）建物面積 延 ６ ２０３㎡ （建築面積 ２ ７９５㎡）

（教育センター分 ４ ２９２㎡ 自治研修所分１ ８１２㎡）

車 庫 １９㎡ 自転車置場 ４７㎡

２ 配 置 図

第三
相談室

ICT
ル
ー
ム

※

※

弁
当
受
付

ＡＥＤ
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周 辺 案 内 図

島根県教育センター

〒 － 松江市内中原町２５５－１

電 話 ０８５２－２２－５８５９（総務課）ＦＡＸ ０８５２－２８－２７９６

ホームページ

電話番号一覧

所 長

教育企画部長

総 務 課

○企画・研修スタッフ

企画セクション

教職員研修推進担当

学校・教職員支援担当

研修セクション

新任者研修担当

経験者研修担当

スタッフ専用ＦＡＸ

○研究・情報スタッフ

研究セクション

情報セクション

スタッフ専用ＦＡＸ

○教育相談スタッフ

相談セクション

相談担当

教育相談受付

研修担当

特別支援教育セクション

相談担当

教育相談受付

研修担当

スタッフ専用ＦＡＸ

“こころ・発達”教育相談室

フリーダイヤル

（出雲市立神戸川小学校・河南中学校若松分校内）
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(バスと徒歩)JR 松江駅から「松江しんじ湖温泉行」

に乗車。県庁前または内中原小学校前で

下車し、歩いて 10 分程度 

(タ ク シ ー) JR 松江駅から 15 分程度 
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施 設 〔島根県教育センター浜田教育センター〕 

１ 敷地及び建物

（１）所 在 地 浜田市長沢町１５５０－１ 
（２）敷地面積 １８，１３５．１８㎡ 
（３）建物面積 ３，９５０．４１㎡ 自転車置場 ３９．２０㎡ 
 
 
２ 配 置 図
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島根県教育センター浜田教育センター

〒 － 島根県浜田市長沢町１５５０－１

ＴＥＬ ０８５５－２３－６７８２、６７８３ ＦＡＸ ０８５５－２３－５０５９ 
ホームページ

 
電話番号 

 

総務、研究・研修スタッフ 
０８５５－２３－６７８２ 

６７８３ 

 

教育相談スタッフ 
０８５５－２３－６７８４ 

◆ＪＲ広島駅～ＪＲ浜田駅

新幹線口から浜田道経由高速バス約 時間

◆萩・石見空港～ＪＲ浜田駅

空港からＪＲ益田駅まで連絡バス 分

ＪＲ益田駅からＪＲ浜田駅まで特急約 分

◆出雲空港～ＪＲ浜田駅

空港からＪＲ出雲市駅まで連絡バス約 分

ＪＲ出雲市駅からＪＲ浜田駅まで特急約 分

※ＪＲ浜田駅からはタクシーまたはバス（上図参照）




